
令和７年度 こども家庭庁 予算案   ７.３兆円

保育所や
放課後児童クラブの運営費等

約2兆4,600億円

 （約1,500億円増）

大学の授業料減免等 約6,500億円

 (約1,100億円増)

障害児の支援、虐待防止、
ひとり親家庭の支援等

約8,500億円

（約400億円増）

管理費・調査研究等

約600億円 (約300億円増)

育児休業等給付

約1兆600億円

（約700億円増）

児童手当

約2兆1,700億円 

 （約6,400億円増)

妊婦への10万円給付 約800億円

(約200億円増)

〔保育士等の処遇改善など〕

〔拡充（所得制限の撤廃など）
の満年度化〕

（ ）内の金額は、対前年度増減額
〔 〕内は、主な増減要因

〔手取り10割給付の創設など〕

〔多子世帯の
所得制限撤廃など〕

〔障害児支援の増など〕
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